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平成 26 年度奈良市総合計画審議会小委員会（第２回）会議録 

開催日時 平成 27 年１月 26 日（火）午前 10 時 00 分から午前 11 時 55 分まで 

開催場所 奈良市役所北棟２階第 16 会議室 

議  題 
１ 奈良市第４次総合計画後期基本計画各論（案）について 

２ 奈良市第４次総合計画後期基本計画総論（案）について 

出 席 者 
委 員 

澤井小委員会会長、秋葉委員、伊藤委員、佐久間委員、玉

置委員【計５人出席】 

事務局 総合計画策定委員会委員、総合政策課職員 

開催形態 公開（傍聴人なし） 

担 当 課 総合政策部総合政策課 

議事の内容 

１ 奈良市第４次総合計画後期基本計画各論（案）について 

  事務局より、資料１・資料２について説明を行った。 

〔質疑・意見の要旨〕 

澤井小委員

会会長 
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それでは、まず各部会に出席された方々から、各部会について簡

単にご報告いただければと思います。まず、佐久間委員からお願い

します。 

 

それでは、１月 16 日に開催された第１部会について概略をご説

明します。 

 まず、主な意見と全体にかかわることで、第１部会は学校教育、

青少年の健全育成、子育てでありますけれども、全体意見としては、

評価一覧の達成度をもとにして、追加、削除等はそれなりに検討さ

れているということもまず最初に触れられまして、評価一覧表をも

とにして一応検討しました。 

 それから、各論のほうでも評価の問題が出てくるのですけれど

も、ただ単にやった、やっていないを示すだけではなくて、どの程

度効果があったかを測定するような指標も欲しいと。そしてまた、

さらに政策の優先順位についてももう一度検討する必要があるの

ではないかということでございます。 

 それから、個々に関しましては、学校教育ですけれども、ここで

奈良市の「特色のある教育の推進」と言われていますが、その特色

がかなり総花的なものに感じられます。 

 それから、３歳児までどういうふうに過ごすのかという幼児教育

の問題について、突っ込んだお話があり、小１プロブレムというも

の幼児期の過ごし方が影響するということ。 

 それから、先ほど申しました適正規模の問題では、単に適正化を

図るということではなくて、その内実的なものについてももう少し
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検討、確認する必要があるのではないかということでございます。

それは個に応じたきめ細かな教育ということでも言えるのですけ

れども。 

 それから、特別支援教育相談件数、これも件数のほうがふさわし

いのか、それとも率の問題かという、これは表記のところでもかな

り問題になった点でありますけれども、件数あるいは割合等に関す

るものです。 

 それから、市内唯一の高校であります一条高校につきましても、

特に私は目標ということでこだわりがあったのですけれども、こう

いった問題についても議論されました。 

 それから、青少年の健全育成、特にここでも、単に総数的な数字

ではなくて、どの程度の需要があって、実際はどうなのかという割

合の問題について議論されました。 

 同じように、子育て、特に母子家庭等自立支援給付金事業利用者

数という問題でも、2020 年は恐らく人口の問題で母数が変わって

くるのに、この人数では不適当ではないかということで、ここでも

率の話がありました。 

 それから、認可保育所定員に関しましても、待機児童をなくすの

は当然努力しなくてはいけないわけですけれども、ここも割合での

数値目標のほうが妥当ではないかという、評価指数の問題について

の議論がかなりありました。 

 

ありがとうございました。それでは、第２部会は私のほうから簡

単にご説明させていただきたいと思います。 

 １月 15 日に行いまして、地域福祉のほうでは、具体的な点で言

いますと、地域福祉計画の策定地区数が伸びていないわけですね。

その辺についても、単に展開方向としては変更なしではなくて、少

し踏み込んだ議論が必要だと。特に今、地域自治協議会との関係、

あるいは社会福祉協議会との関係も含めまして、その点はもっと明

確にするべきでないかという議論があったと思います。その点は、

地域福祉計画というのがありますが、これの引き続きも含めて議論

が必要ではないかという議論だったと思います。 

 それから、もう１つ出ました問題として、実は部会の最初に問題

になったのは医療との関係なのです。特に、ちょうどその前に新聞

報道がありまして、地域包括支援センターないし事業所のいわゆる

囲い込みの問題について問題提起がありまして、特に地域包括支援

センターないし事業所における囲い込みの状況がないとは言えな

いので、監査システムについて改めてきちんと位置づけるべきでは

ないかという議論になったと思います。これについてはいろいろ議
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論があって、少し時間を取りましたけれども、改めて、例えば地域

包括支援センターは 11 カ所ありますが、その 11 カ所についての評

価を公開するのは別にしまして、明確にしながら、是正するところ

は是正していくという議論になったと思っております。 

 それから、次の障がい者・児福祉ですが、これについては昨年の

６月に障害者差別解消法が成立したわけですけれども、施行は平成

28 年、来年になりますね。これについての対応がない、記述がな

いので、その点はどうなのかと。特に５カ年の計画になりますので、

この障害者差別解消法に対する対応について記述があってしかる

べきではないか。その対応が遅れているという指摘がありました。 

 特にちょっと敷衍しますと、障害者差別解消法の中身ですが、例

えば学校教育の場合、障害者差別解消法の基本は、統合教育、イン

クルーシブ教育が原則なのですね。としますと、現在の特別支援学

級のあり方も含めて検討されてしかるべきでないかと私は思って

います。例えば、それは奈良でいいますと、下市町で 2009 年にあ

りました、中学校進学に当たって、中学校側がある生徒の進学を拒

否すると。つまり、バリアフリー環境になっていないと拒否したわ

けですが、これは裁判になりまして、結局、４月の進学の予定が７

月に遅れたのですね。統合教育というのは、実はそういった形での

具体的な学校教育のあり方について是正を求めているもので、その

点の検討ができればというふうに思います。 

 その点は、実は障害者差別解消法、あるいはもう１つ障害者権利

条約が１月に批准されました。これは条約としての批准ですので、

これに従った対応が全部局に求められると思います。例えば、合理

的配慮という言葉がありますが、合理的配慮によって階段をスロー

プ化するとか、そういうことも含めまして、それは従来からやって

きたことですが、そういう問題が全部局にかかってくるわけですの

で、その辺の検討をしていくべきではないかと今は思います。 

 それから、次の高齢者福祉ですが、これについて特に問題になり

ましたのは地域包括ケアです。地域包括ケアの位置づけがあまりは

っきりしていないという点で、地域包括ケアの奈良市的なあり方に

ついて、もう少し具体化すべきではないかという議論がありまし

た。その点については部会の委員皆さんの一致したご意見で、医療

との関係における地域包括ケアについての議論がありました。 

特に奈良市の場合は市立病院があるのですが、市立病院との関係

における地域包括ケアのあり方、市立病院の位置づけについて、医

師会のほうからいろいろご意見もありましたので、その辺の議論を

どう反映していただくかというのが問題になると思います。 

 それから、地域包括支援センター、あるいは地域包括ケアについ
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ては、地域ケア会議という具体的な指標についての言及がもっとあ

ってもいいのではないでしょうか。例えば、地域包括支援センター

の強化とか、そういう形での議論があっていいのではないかと。 

 それから、もう１つの地域包括ケアのポイントであります地域ケ

ア会議は、実際にやっていると思われますけども、その地域ケア会

議の位置づけが全くありませんが、そこから今いろいろな問題が展

開しているわけですから、そういった地域ケア会議の明確な構築と

いう方向性が出てきてしかるべきではないかという議論がありま

した。 

 大体そんなところですが、医療については、病診連携や病病連携、

あるいは診診連携といった議論もあっていいのではないかという

議論がありました。 

 以上が大体部会のほうで出てきたのですが、中心はやはり地域包

括ケアのあり方ですね。これをもっと積極的に出すべきではないか

というような議論でした。 

 第２部会は以上です。大きいのは、やはりこの３年間、４年間で

変わってきた事情について、率直に言って取り組み方が遅いなとい

う感じがします。その点は、障害者差別解消法や、権利条約の批准

という事態をどういうふうに進めていくかを明確にしないといけ

ないと思います。 

 もう１点は、総合戦略ですね。まち・ひと・しごと総合戦略への

取り組み方について、後でどなたかご報告いただけるといいのです

が、各市とも実は来年の３月までにこの総合戦略をつくることを義

務づけられているのですね。その取り組みについて後でご報告をい

ただけたらと思います。 

 以上です。では、第３部会を伊藤委員お願いします。 

 

第３部会は私のほうから報告いたします。１月９日に開催されま

した。 

概要でございますが、まず各分野、各項目について議論いただき

まして、6-01 観光については、全体として状況の変化が激しいの

で、それに対する対応を含めた見直しが必要だということで、特に

インバウンドが議論の中心になってまいりましたが、もちろんイン

バウンドも重要なのですけれども、国内ニーズも変化しているとい

うことで、多様化に対応すべきではないかと。 

 もう１つ、やはり全体を通してそうかと思うのですが、指標の見

直しというか、数値の適正性についても議論がありました。具体的

に幾らにするというのは市側のお考えなので、そのあたりを再検討

したらどうかということでした。 
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 それから、特に観光に関しては、展開方向の中で前期基本計画の

修正や削除もありましたけれども、その修正のあり方についてのご

意見や、削除をしていいのかというご意見がありました。観光の中

では、特に近年、インバウンドが非常に増えてきて、例えば外貨の

換金や Wi-Fi への対応が必要で、それを進めていただきたいという

議論がありました。 

 国際交流に関しては、特に市だけではなくて民間の力も借りて対

応をしたらどうかと。それに関連して、交流団体がたくさんあるの

ですが、登録している団体が奈良市に事務所がある団体だけなのか

どうか、その辺の定義がわからない。恐らく市外の、あるいは広域

で活動している団体なども、奈良市で活動されたり、協力してくれ

るのであれば、もっとそれも取り込んでつくっていけば、よくなる

のではないかというご意見がありました。 

 次に農林業でございますが、奈良市も東部に農林業の地域がござ

いますから、新しい農林業ということを考えてはどうかと。それか

ら、従来から問題になっている後継者の問題、これをどうするのか

と。それから、農林産物についてはブランド化も大事だけれども、

ブランド化と地産地消のバランスですね。ブランド化をして外に売

っていくのは地産地消ではないわけで、そのあたりの振り分けとい

いますか、施策としての考え方を整理してもらってはどうかと。 

 それから、商工サービスに関しては、特に中小企業等の支援とい

う意味で、やはり融資制度等も、地域の金融機関と協力してもう少

し活性化するような方策も考えてはどうかと。それから、特にサー

ビス産業が中心で、観光などもとりわけそうですけども、生産性を

上げる方法を考えたらどうかという意見がありました。 

 勤労者対策ですけども、これは福祉を含めて、奈良市で働く勤労

者の方々の環境づくりが重要であるから、そのあたりも踏まえて見

直しを考えてほしいと。それから、消費生活に関しては、最近金融

トラブルが多いので、学校教育や地域の金融機関と連携した施策と

いうものを考えていただきたいと。 

 あと、全体を通してですけども、第３部会のメインは観光部門で

ございますので、問題となるのはオンとオフの問題で、インバウン

ドはオン、オフの格差を解消する１つの手段であるということと、

コンベンションのようなことも、市内にあるいろいろな施設、博物

館、美術館、神社仏閣、大学まで含めて対応してはどうかと。 

 それから、起業という意味では、今商店街で成功している部分が

ありますけれども、若い人たちが起業していくことができるよう

な、クリエイティブな人が集まっていく環境をつくっていく取り組

みが必要ではないかと。 
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 それから、奈良市を活性化していく活力を持っている人材が奈良

市に一体どれぐらいいるのかもある程度見通していく必要がある

のではないかということが議論されました。 

 以上でございます。 

 

ありがとうございました。それでは、第４部会、玉置委員お願い

します。 

 

では、第４部会、１月 19 日に行われました会議のお話を共有さ

せていただきます。 

 まず、第１部会のほうでもお話があったようですけれども、順番

に言いますと、施策を取り巻く現状と課題の認識を今回どのように

見直されているかというところですが、全般論といたしまして、削

除されている項目が幾つかございまして、その中には地球温暖化を

はじめとした環境問題に対する市民意識の高まりがあるというよ

うな課題認識が削除されていたり、省資源、省エネルギーなどに配

慮した環境共生住宅の普及や、高齢者、障害者に配慮した福祉住宅

の供給促進といったような項目が削除されていたりしますので、委

員からは、削除した意味を教えてほしいというご質問がありまし

た。 

それに対し、例えば太陽光エネルギーの補助金が終わったとか、

施策に対して何もしていないからという意味で削除されているよ

うな項目があったので、それはちょっとおかしいのではないかと。

今のは一例ですけれども、課題は相変わらずあって、あるいはニー

ズがますます高まってきている中で、施策を何もしていないから削

除というのはちょっとおかしいでしょうというお話があったので、

その辺は再考してくださいというような項目が、幾つかございまし

た。これがまず現状と課題認識についての変更ポイントについての

依頼があった点でございます。 

 次に施策の目標を達成していくに当たりまして、評価する指標を

幾つか見直されているわけですが、この中で、先ほど第１部会でも、

やった、やっていないを示すのではなくて、どの程度効果があった

かを測定することが重要であるという意見がございましたが、第４

部会でも全く同じで、例えばこれはインフラの部会ですので、整備

ではなく管理や活用を重視していかねばならないとか、何かを実施

したというアウトプット、これはアウトプットではなくて私はイン

プットのつもりで言ったのですけれど、何をやったというインプッ

トの指標ではなくて、結果として住民満足度がそれによって高まっ

たというアウトカムを測る指標が必要なのではないかというよう
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な意見が出ました。 

 それから、評価指標の中で、少子化対策は、例えば道路や住宅、

歩行空間、遊び場などのいろいろな分野に関係してくる課題である

ので、その視点が不足しているなど、住民満足度を高めるという意

味では、評価に求める指標が何年か前と少し変わってきているのか

なと。そういったところの反映がまだちょっと弱いというのが各委

員のご意見でございました。 

 やはり評価する指標として、手段に軸足があるのかなと思いま

す。目標の達成度を評価する指標ですので、例えば道路の整備率だ

とか、電線類の共同溝延長とか、この手段を行いましたということ

ではなく、アウトカム、住民の満足度を測るようなものをお願いし

たいというご意見がございました。 

 各論にまいりますと、まず土地利用に関しましては、基本の施策

は土地利用という大きなテーマなのですが、指標に何を採用してい

るかというと、5-01 ですと地籍調査事業の進捗率や住居表示実施

町数でございましたので、少し指標に土地利用に関連したものがな

いと感じられてしまうと。施策のタイトルにふさわしいような土地

利用や、あるいは市民参画とか、市民ニーズに合うような指標を作

成できないかと。先ほどの総合的な意見と同じ話でございます。市

民の意見を双方向に捉えていくという意味で、例えばまちづくり支

援制度というのがございましたので、そういったことで土地利用の

ニーズをつかんでいくようなことも考えてはどうかという意見も

ございました。 

 例えば、地区別の人口減少とか、地区別の特色もあると思います

ので、コンパクトシティというのをつなげて考える、身近なところ

でということですね。そういう土地利用などをこの施策に入れられ

ないかというような意見もございました。 

 次に、景観についての施策なのですけれども、こちらも例えば奈

良町の都市景観形成地区における建築物等の外観修理に係る補助

金の交付件数を指標として置かれておりまして、その件数、例えば

これは 19 件の実績があったところを 100 件の目標にされて、かな

り高い目標にされているのですが、補助金を交付したらいいという

ものではないので、奈良らしい景観の形成の目標としては行政的な

目標で、市民目線ではないのではないかという意見がありました。 

 これに対して部局からのご意見は、奈良らしい景観の外観修理を

した件数というのにしてはどうでしょうかというご返答があった

のですけれども、結局、外観修理に係る補助金交付件数なのか、修

理した件数なのかというのはあまり変わらないので、ちょっと違う

のかなという気がしております。アウトカムの満足度の指標を目標
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数値に挙げるのは非常に難しいことだとは思うのですけれども、あ

まりにも「やった」に軸足があり過ぎるような気がいたします。 

 次に、指標が奈良町の補助金と景観まちづくりに関する参加団体

件数というものだけになっているので、もう少し全市民的な指標を

設定できないかという意見がございました。市民アンケートで奈良

らしい景観の形成という問いがありましたので、例えばこの満足度

を上げるといったような指標の設定はできないかという意見があ

りました。 

 ３つ目に交通体系ですが、これは観光にかかわるものだけではな

くて、市民の日常的な交通手段についての指標を追加することにつ

いて可能性を検討してもらいたいと。 

 それと、パークアンドサイクルライドについては、駐車場が少な

くなってくる見込みだということで目標値を下げておられるので

すけれども、下げるということについてはその理由をもう少し説明

しないと、誤解を招く可能性があるのではないかということもござ

いました。 

 次に、道路なのですけれども、こちらは道路の渋滞を緩和すると

いうことを施策として挙げておられ、それに対する目標指標が道路

の整備率になっているのですが、道路整備だけではなく、渋滞緩和

そのものに関する指標が必要ではないかと。そもそも、道路整備を

そんなにどんどんしていかないといけないほど渋滞しているので

すかというお話です。交通量も、たしか未来の交通予想ではだんだ

ん減少してくるというのがあり、自動車が減ってくるというデータ

もございますので、渋滞緩和という施策ならば、渋滞に関する数値

を改善するというような目標指標を設定できないかという意見で

ございます。 

 それから、市民側の目線に立った指標で、かつ整備を挙げるのだ

とすれば、歩道のある道路の比率を増やすとか、歩道幅員２メート

ル以上の道路の比率がどれぐらい上がったかなどの目標を設定で

きないか検討してほしいという意見や、ユニバーサルデザイン化を

図る中で、道路をどうしていくかというような視点の議論も必要で

はないかという意見もございました。 

 次に、公園や緑地についてですけれども、複数の現状と課題が削

除になっていたのですね。内容的にこれも重要なことなので、単純

に削除ということではなくて、施策を行っていくべきではないか

と。それから、グリーンサポート制度による公園管理率だけが目標

指標に挙がっていたのですけれども、それだけではなくて、公園の

緑化全体に係るような指標で、いいのがあれば加えていただきたい

というようなご意見もございました。 
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 次に居住環境ですけれども、温暖化やクリーンエネルギーの現状

と課題で、むしろ今後強化すべきところが削除されていると。特に

強化してもらいたいのが、高齢者に対応した住環境整備なので、こ

れから奈良ではやはり高齢化がどんどん進んでいくと思いますの

で、こういったところを、福祉で取り組んでいる地域包括ケアシス

テムの方向性に対応するような形でやっていってもらいたいと。福

祉部門と連携して、内容を強化、充実していく方向に行くべきでは

ないかというような意見や、あるいはこれからどんどん増えていく

であろう空き家、あるいは耐震などは、市民の関心が高い分野でも

ございますので、施策の展開方向を可能な範囲で、あくまで財政の

問題がありますので、可能な範囲でですが、充実させていくべき項

目ではないかというような意見がございました。 

 次に、河川なのですが、河川では地域の方がみんなで清掃するな

どいろいろな取り組みが行われておりますので、ハード整備だけで

はなく、水質を浄化する問題や市民とのかかわりの中でどのように

市民満足度を向上していくのかという目標値を挙げていくような

記述を追加してもいいのではないかという意見がございました。 

 以上でございます。 

 

ありがとうございました。特に指標についてのご議論が具体的に

出たと。では、第５部会について秋葉委員お願いします。 

 

第５部会の報告をさせていただきます。この第２回会議は、私は

校務の関係で欠席をさせてもらいまして、会議の様子を伺っており

ますので、報告したいと思います。 

 全体に係る意見なのですけれども、今、ほかでも意見があったの

ですが、この総合計画には代表的な指標しか出ていないのですけれ

ども、実施計画事業ごとにそれぞれ目標指標を持ってほしい。そう

いう目標指標がないと絵に描いた餅になってしまうのではないか

という意見がありました。 

 それに関連してなのですけれども、今、全国の自治体がアウトプ

ットをアウトカムに置きかえる作業を試みています。もちろんなか

なか適切なアウトカム指標というのがなくて、各自治体で苦労して

いるのですけれども、それでもさまざまな取り組みをしています。

担当課がぜひそういった努力をしていってほしいということがあ

りました。 

 全体としてはそういう意見があったのですけど、地域コミュニテ

ィ、交流について各論の意見が出ております。今のところ、指標は

自治会加入率、それから地区自治連合会加入率ということなのです
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けども、実施計画では地域自治協議会の進捗率も反映することがで

きないかという意見が出ております。もちろん自治会加入率という

のは大事な指標ではあるのですけれども、加入率の低下は決して自

治会だけの問題ではありませんので、そういった中でこの新しい地

域自治協議会の設立を進めることで、結果的に自治会加入率も高く

なっていくのではないかという捉え方が必要ではないかという意

見がありました。 

 男女共同参画についてなのですけども、男女共同参画推進のため

に女性の人材育成と人材活用に努めるとあるのですが、もう少し踏

み込んで、どういう人材を育成していくかをもっと具体的に書いて

もいいのではないかというような意見がありました。 

 それから、図書館の指標ですね。これも貸し出し冊数だけではな

くて、図書館は単に本を借りる場ではなくて、さまざまなコミュニ

ティの交流の場になっているということを踏まえて来館者数など

指標の工夫があってもいいのではないかということが出ていまし

た。 

 危機管理については、これから地域自治組織を設立していくとい

うところで、自主防災組織も連携をしながら進めないと有効ではな

いだろうということですね。計画書上はそれぞれ別々でも構わない

のですけれども、現場では協力してやっていくような、そういった

体制が必要ではないかというような意見がありました。 

 それから、市政情報の発信、共有というところでは、表紙のデザ

インを改善していくとか、もっと情報がシェアしやすいようなホー

ムページづくりも必要でないかという意見がありました。 

 最後に、行財政運営に関してなのですけれども、指定管理者の公

募について、今後、地域自治協議会に業務を任せる部分も出てくる

ことが考えられますので、指定管理者イコール公募といったような

方針は見直していったほうがよいのではないかという意見があり

ました。全国的にもそうですが、民間委託はコストダウンが見込め

ても、専門性の低下等のリスクをはらんでいるのもまた事実ですの

で、そういったことも踏まえる必要があるのではないかという意見

がありました。 

 第５部会からは以上です。 

 

ありがとうございました。ということで、それぞれの部会で議論

をいただきまして、これはそれぞれの部会の第３回のほうで、修正

点を受けまして、ご議論いただくということになります。 

 ここでは、今各部会のほうからご報告がありましたが、これに関

連しまして、全体を含めまして、各論についてご議論、追加意見が
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あればお願いしたいのですが、いかがでしょうか。 

 

各部会の状況を報告いただいたのですが、この場は時間がないの

で、その細かい各分野の個々についての議論はなかなかしづらいと

思いますが、お聞きしていますと、全般を通じて指標の設定の仕方

に問題があるのではないかという議論があったと思います。 

 それと、この見直しの中で現状の課題と方向性の中で修正が見ら

れるのですが、課題を削除したり、修正の方向性も、議論すべきと

ころがあるような気がいたしました。私の所属している部会もそう

ですけれども、もちろんこの５年間で状況がかなり変化していて、

新たな課題も出てまいりますから、新たな課題が出てくれば、当然

それに対応するための施策や方向性も出てきますし、個々の課題に

ついても目標、これは数値目標もそうですし、指標の捉え方など、

どうもそのあたりが部会で検討することではないかなと思います

が。 

 ただ、なぜこういう見直しが行われたのかという背景を考えてみ

ると、実はこれは非常に現実的な話になってくると思いますが、課

題の設定や施策の設定は、当然その次に実施計画なり事業がついて

きますから、下方修正したり課題を削除したり、予算の削減につな

がっているのではないかという気がします。もちろん、この財政事

情の中で、全てをやることは難しいですが、今後の基本計画の見直

し、総合計画の見直しの中で大事なのは、課題がなくなるわけでは

なく、あと５年の中で設定した目標や施策の優先順位や課題など、

やるべきことは書いておいて、あと５年の見直しの中で、どこに重

点というか、まず対応すべきことなのかということを各分野の項目

の中で考えていくことが、我々の仕事、アドバイスのポイントであ

るという気がします。 

 

そのほかございますか。今、部会のほうからご報告がありました

けど、これについて、もし市の担当から訂正やご意見ありましたら

いただいてもいいですか。 

 

各部会でいただきましたご意見につきまして、第３回の部会のほ

うで、反映させていけるところは反映したいと考えております。 

 以上でございます。 

 

先ほどの伊藤委員のご意見とも重複するのですけれども、確かに

第１部会におきましても、特に学校教育など、予算というよりむし

ろ人口減のほうが結構大きなウエートで、冒頭に申し上げましたけ
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れども、その削減なんかに関しましてもそれなりの根拠はあるなと

いう理解のもとで進めてきました。 

 以上です。 

 

人口問題について、総合戦略の中心は人口予測を緻密化するとい

うことなのですよね。総合戦略の取り組み方について何かないでし

ょうか。 

 

地方創生に関しましては、総合政策課が担当しておりますので、

今の地方版総合戦略の取り組みについて若干ご報告させていただ

きます。 

 国のほうで成立いたしました創生法案では、地方公共団体の総合

戦略の策定については努力義務という位置づけにはなっておるの

ですけれども、奈良市といたしましては来年度中に作成をしていく

方向でございます。この策定に当たりましては、外部の有識者、ま

た議会の審議も経て作成していかなければなりません。来年度、で

きるだけ早い段階でしていかなければいけないのですけども、この

基本計画との整合性の関係がありますので、今、その取り扱いにつ

いて内部で協議を進めているところでございます。 

 ただ、国のほうも今年度の補正予算で先行型の施策の方針という

ような形で動いておりますので、奈良市も国の施策にも則った形で

独自の方向性を出していきたいというところでございます。 

 

補正予算は合わせて 4,700 億だったかな。それに乗らない手はな

いので、ぜひ頑張っていただきたいと思います。その場合、総合計

画との関連ですね。総合計画に既にいろいろ総合戦略の芽があると

思うのですよね。そこのところを、部会のまとめも含めまして、焦

点化したほうがいいと思います。いずれにしても、総合戦略につい

ては５年ぐらい先を縛りますから、その点を考えますと、やはり早

目にやっていただいて、総合計画のほうに反映できるなら反映して

いただければと思いますが。 

 

今、澤井会長がおっしゃっていただいたように、国の補正のこと

もあって、今市としてメニューを検証しております。要は、地域消

費喚起と地方創生の２点から成っているわけですけども、留意しな

ければならないのが、いわゆるばらまきという形になるおそれもあ

りますので、そのあたりに留意しながら、メニューは検証しており

ます。 

 ネックとしては、やはり周りの市町村がそのメニューをやるとき
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に、奈良市だけが正論的なことを言って乗り遅れるような印象にな

ってしまうというのも、所管としては留意しないといけないなとは

考えております。 

 

課題、悩みは深いというところですか。 

 そのほかありますか。では、一応各論についてはこの辺にしまし

て、総論のほうに移りたいと思います。各論については既に部会で

も議論していますが、総論については初めて議論するので、今日は

特にこの３つの戦略について、少し議論を進めていただければと思

っています。では、事務局より説明をお願いします。 

 

 

２ 奈良市第４次総合計画後期基本計画総論（案）について 

  事務局より、資料３・資料４について説明を行った。 

 

澤井小委員

会会長 

 

 

 

 

 

伊藤委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ありがとうございました。総論として基本計画の目的、あるいは

人口を中心としたフレーム、それから土地利用の方向性、さらに最

後にまとめまして重点戦略について記述があると思いますが、これ

は小委員会で議論ということになっています。時間的にあまり余裕

がないので、ご無理をお願いしているのですが、ご質問やご意見が

ありましたらよろしくお願いします。 

 

まず最初に、多分一番の議論のポイントになるかと思うのです

が、見直しの中で、重点戦略で当初挙げていた３つうち環境が削除

されて、安心・健康長寿戦略というのが入っているわけですね。少

子化対策はちょっと表現が変わっていますが、「子どもの夢・未来

戦略」で、内容はほぼ同じようなものだと考えていいと思います。

それから、観光についても、ただ観光では難しいので、表現をもっ

と積極的に観光力アップ戦略という形に変わっています。１つ疑問

なのが、環境は決して重要な課題でなくなったわけではないので、

なぜ環境を重点戦略から外して、安心・健康長寿戦略にしたのかと

いうことが気になっています。 

 私の勝手な想像でございますが、総合計画は 10 年の期間で５年

がたって、市としてあと５年でどのように課題解決のための対応を

していくべきかを考えるにあたり、いろんな社会・経済の状況の変

化の中で、やはり少子・高齢化、特に高齢化がどんどん進んでいる

と。奈良市でも高齢者対策が非常に重要な課題になっていって、喫

緊の課題になりつつあると。 

 その中で、これからの社会保障、福祉の問題も含めて、やはり高
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齢者が健康的に生活できる状況をつくっていくという意味で、健康

長寿というのは重要な課題だろうと、それはわかるのです。しかし、

やはり市民の生活環境の中で、いろんな環境問題、景観も含めて、

奈良市の財産の中でいろいろな文化遺産を大事にしていくとか、こ

れも確かに重要な課題です。ただ、喫緊性でいえば、環境は一朝一

夕で済む対策ではないので時間がかかるだろうと。そういう意味

で、重要ではあっても、あと５年で何とかする課題としては、長寿

化の問題が大事だから重点戦略として挙げていくというように思

っています。 

重点戦略は３つでなければならないのでしょうか。４つであって

もいいのではないでしょうか。あるいは、環境を重点戦略から外す

のだったら、それの説明をしておかないと、市民の方がどう思われ

るか。そこはきちんと説明する必要があると思います。 

 そこが１つ疑問で、どのような理由でこのようにされたのかお聞

きしたいのですが。 

 

前期では環境を重点戦略に挙げていましたが、後期ではこの健康

長寿という部分に変更させていただきました。伊藤委員からご指摘

がありましたように、決して環境が重要ではないということではご

ざいません。その点、事務局としても環境を主要な施策として認識

しておりますし、後期の計画の中でも、都市型行政の変化のところ

で環境保全の重要性を出しているということで、環境の重要性とい

うのは掲げさせていただいております。 

 ただ、どれに優先的に取り組んでいくかという判断の中で、社会

保障費の増もございます。特に高齢者の医療費等、この辺が毎年大

幅な増を出しているというところで、奈良県の平均寿命というの

は、市ではなく県のデータですけれども、全国平均と比較して非常

に高くなっていますが、健康寿命は低いというデータがございま

す。いかに高齢者の方に元気で過ごしていただくかが、この少子・

高齢化社会の中で大変重要であろうということで今回この重点戦

略の中に健康長寿というのを入れさせていただいたところです。 

 

理由はわかりますが、ただそれなら追加をして３から４にすれば

いいのであって、なぜ３つに絞るのかということですね。４つ挙げ

て、優先順位で環境は４番目だということならわかるのですが、環

境を重点戦略から外して、かわりに、もちろん非常に喫緊の重要な

課題だから、安心・健康長寿戦略を挙げるのはいいのですが、何か

そのあたり総合計画の最初に重点戦略として環境を挙げておきな

がら、ここで消えてしまったことに対して誤解を与えたらいけない



15 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

伊藤委員 

 

 

 

 

澤井小委員

会会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉置委員 

 

 

伊藤委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

澤井小委員

会会長 

と思って、少し危惧したのです。重要な課題と認識されていること

は十分わかっております。 

 

重点戦略としてあまり項目が多くなるというのもどうかという

ところもありまして、前期も３点挙げておりましたので、後期も３

点に絞らせていただいたというところでございます。 

 

わかりました。要するに、環境も重要だというところを、優先順

位として３つまず挙げるのであれば、その順番が入れかわっただけ

であって、そこは誤解のないように市民に対して説明をしておく必

要があるかなと思ってご意見させていただいたところです。 

 

僕も変ですねという感じがするのですね。課題がなくなったわけ

ではないしね。重点戦略から外しているが、おっしゃったように、

無視しているわけではないと言うのですが、あと見たら環境につい

て書いてないのですね。エネルギーの転換の議論など、ここにしか

出てこないので、これを削ってしまったら、変わってしまうのです

ね。だとしたら、どこかに盛り込んでおかないといけないので、例

えば最初の後期基本計画の位置づけの中の社会情勢の変化のとこ

ろに課題として挙げておかないと、総論の中から消えてしまうこと

にならないですか。 

 

社会情勢の変化の⑤のところに、環境保全の取り組みというのを

持ってきてはいるようです。 

 

15 ページの重点戦略の前文に、環境も非常に重要な課題だが、

あと５年の期間の中で喫緊の課題として３つに積極的に取り組ん

でいきたいというような趣旨のことを入れておけば、ご理解いただ

けると思うのです。それは市民の方も、やはり高齢者の方がどんど

ん増えていますし、安心して健康で生きられる環境をつくってもら

いたいというのは切なる願いだと思いますので、それに賛成はして

も、反対することはないと思います。前文のところで、なぜこの３

つに絞ったかという説明を加えておけばいいかと思います。 

 

次回の小委員会までに検討し、回答させていただきたいと思いま

す。 

 

そのほかにございませんか。 
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それに関連して、この第４次総合計画書の 35 ページに重点戦略

が出ているのですけれども、これを見ると、重点戦略の１が少子化

対策、２が環境で、３が観光ですけど、中身の施策を見ると、環境

の中に学校教育が入っていたり、そういう点では今度の重点戦略は

これらを組み直したという部分があると捉えていいのですか。前期

の策定時、私はメンバーではありませんでしたので、どのような形

で今度の重点戦略になったか、その辺りをどのように捉えたらいい

のでしょうか。 

このときは、少子化対策、環境、観光というような切り口だった

ので、少し切り口が変わったというような捉え方でよろしいのです

かね、今度の重点戦略というのは。 

 

まず、環境が入れかわったというところは、先ほど伊藤委員のほ

うからもお話がありましたように、喫緊の課題をということで入れ

かえさせていただいております。 

 少子化対策につきましては、子育て支援という今までの施策か

ら、人口減少対策というところも踏まえた出生率向上につながるよ

うな取り組みも今後達成していくというところを踏まえて考えて

おります。 

 続きまして、観光のほうにつきましては、やはり今、各論のほう

でもお話がありましたように、インバウンドというところもござい

ますので、海外からの外国人の観光客の方をターゲットにしていく

ことを取り入れた施策を展開していかなければいけないという考

え方をしております。 

  

前半で、アンケートがどのように変化したかという分析があった

のですが、その中で住んでよかったと思う市民の割合が増えたり、

大体がいい方向に変わっている、あるいは維持しているというもの

が多かったのですけれども、市政への関心の指標というところで、

市民と協働する市政の推進という項目の満足度が非常に低いので

すね。もともと低いところがさらに低くなっているということをも

う少し危機感を持って捉えるべきではないかと。 

 各論についての各部会の委員のご意見でも、目標もそうですし、

施策もそうですし、もう少し市民側の目線に立ったほうがいいので

はないかというものが多いなか、アンケートを見ても下がっている

と。これをもう少し強く捉えるべきではないかなと思います。 

どうしても行政側の目線で、恐らく「できること」というのを考

えてしまうのだろうと思うのですが、できることよりも、どれだけ

満足度が高まるか。やったことで満足していただけなかったらもっ
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たいないだけですので、そのあたりをもう少しやっていかれたらど

うかと思います。 

 人間関係でもグループでも組織でもそうなのですけれど、協働

し、意見を取り入れてもらうことで非常に所属意識や満足度が高ま

るものですよね。なので、そういったことが、ひいては奈良に住み

続けたいとか、満足度が高まるということに着実につながっていき

ますし、また危機管理という意味でもつながっていくでしょうし、

意外とこの指標は軽視できない指標といいますか、もう少し具体的

にこのアンケートを生かしていく視線が必要なのではないかなと

思いました。 

 その中で、ちょっと気になるのが、後期の基本計画の前半、一番

大事な目標のところで、前期基本計画では環境・活力・協働の３つ

の視点と、「協働」という言葉があったのですが、後期はなくなっ

ているのですね。協働という言葉１つではないのでしょうけれど、

例えばアウトプット指標からアウトカム指標へというような見方

が全国でもされているように、必要になってくる指標なのに、目線

として削除するというのは、少し違和感があります。文章の中に生

かしていくのが難しいのかもしれませんし、文章にどう美辞麗句を

連ねたところで実際にやらないと意味がないのですけれども、その

辺が少し欠けているかなという印象を持っております。 

 

要するに、協働の視点と市民目線をどのように反映するかという

仕組み自身ですね。 

 

協働と言っても、何か言葉だけになってしまうかもしれませんか

ら、例えば市民目線でもいいのですけれども、市民満足度とかでも

いいですし。市民目線の言葉を何か入れておく必要があるのではな

いかなと思います。 

 

どこに入れますか。 

 

例えば、重点戦略というところに入れるのは難しいと思いますの

で、目標、目的のところに入れるとか、社会情勢の変化の中で幾つ

か課題を挙げておられる中に協働の推進というのがありますので、

やはりそれを少し具体的に生かしていく。目的のところに入れたら

いいのかもしれないですね、もし可能でしたら。 

 

そうですね。 
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それに関連して、よろしいですか。見直しの中で、市民の意識を

どこに入れるかということなのですが、最後の「計画の実現に向け

て」のところで、計画推進体制②に「市民等との協働による計画推

進体制」と書いてあります。 

それを進行管理する上で、これは前のものより何かちょっとトー

ンダウンしているような気がするのですが、前は、資料３の比較で

見ていただいたらわかると思うのですが、ＰＤＣＡの評価のところ

でプロセスについてかなり詳しく書いてあるのですね。今回は体制

の図も削除されていますし、どういう体制で市民の意識などを反映

した形で計画づくりを進めていくのかというところが、少し曖昧に

なっているような気がするのですが、このあたりはどうなのでしょ

うか。 

 前回では、市民意識調査などを通して市民の意識や満足度を定期

的に把握するとともに云々と書いてありますが、これはないのです

ね。 

 

第三者評価組織まで踏み込んでいますものね。 

 

これはもう既に達成されているのかどうかということですが、そ

のあたりはどうでしょう。 

 

委員ご指摘のとおり、確かに前期のものと比べまして、ちょっと

トーンダウンというところは否めないと考えておりまして、今後改

めて検討していきたいとは思いますが、まず現在の評価につきまし

ては、各施策レベルで計画事業ごとに評価を行っているというとこ

ろは部会のほうでもご説明させていただいたと思います。この第三

者評価の課題も前期でありましたが、それ以前に事後評価の視点を

重点に考えていきたいというところで、ちょっとトーンダウンして

いるような表現にしております。先ほど委員からご指摘のありまし

たところにつきましては、検討させていただきます。 

 以上です。 

 

具体的なものにしていただけるといいですね。それから、今の議

論の続きで言いますと、７ページのデータですよね。市政への関心

の指標。おっしゃったようにこれだけ下がっているのですが、市政

に関心があるという市民自体が減っているのですよね。そして、協

働も減っている。ということは、相互関連がやはりあると思うので

す。市民の感じる協働の水準自身が下がっているので、市政に対す

る関心も薄れてしまうという関係があるのではないかと思うので、
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そのような分析というか、評価が必要ではないかなと思うのです

が、ある意味で少し深刻なわけですね。ですから、その点で改めて

協働についての積極的な位置づけをちゃんとしていこうと。さっき

言った評価システムのところでも、その辺を含めて市民との協力、

何をどう進めるかという点で、参加システムというか、評価につい

てもちゃんと位置づけ直していくというのは必要ではないかなと

いう感じがしますけれど。よろしいですか。 

 

今ご指摘いただいている部分について、改めて検討させていただ

きます。特に市民との協働の部分につきましては、行政としては各

部署において積極的に進めているとは思うのですけども、「満足し

ているかどうかがわからない」という市民が 60％を占めていると

いうことで、全市民を対象としてやっているつもりが、一部の市民

に偏った形での交渉、接触、そういうふうになっているような形が、

こういうアンケートの結果として出てきた可能性もありますので、

その辺の取り組みについてももう少し検討を進めていきたいなと

いうところでございます。 

 

ありがとうございました。ぜひ積極的に検討していただきたいと

思います。そのほかにございますか。 

 

今日もアウトカムの意見が出たのですが、少し危惧するのが、こ

の第４次総合計画の報告書で、このときは第三者評価という言葉が

割とブーム、トレンドだった。今度はアウトカムがトレンドだった。

だけど、何となく言葉だけがそのとき出て、何かうやむやのままに

終わってしまったみたいになるのが、非常に危惧するところです。 

 もちろん実際アウトカムにしても取り組むというのは難しいこ

とは承知しているのですけれども、それでも各自治体がいろいろチ

ャレンジして、アウトカムを取れ入れる上でどういう課題があるか

というところを試行錯誤しながらやっている。そういったことをも

う少し奈良市も取り入れていかないと、またこのときの第三者評価

みたいな形で、何となくそのときははやっていたけど、実施段階に

なって、総括になったらうやむやなものになってしまうようなこと

があるのではないかと思います。その辺、各部署も大変かと思うの

ですけれども、ぜひ少しチャレンジしてほしいなと思っています。 

 

この指標の問題は、実は行政の自己評価を少し重点化していくと

いうことで今回やってきたということですが、それをもう一度もと

へ戻して、もう少し指標の設定の仕方自身、我々も含めて、行政内
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部だけではなくて、専門家やほかのところも含めて議論する、検討

し直していくというのが必要ではないでしょうか。どういう指標に

していくか、１つの指標について、部会に上げて議論してもいいで

すし、指標自身の点検というものを１年ぐらいかけてやったほうが

いいのではないでしょうか。今ちょっと間に合いませんからね。 

 それこそ来年、再来年ぐらい、次の総合計画に向けて指標の再点

検と再構築をする必要があるのではないかなと思います。何か具体

的な提案はありますか。その辺は小委員会としての意見ですね。ぜ

ひ評価項目、指標のあり方を含めてきちんと検討していただきたい

と。 

 そのほかにございましょうか。僕が出した意見が１枚あるのです

が、ちょっと気がついたことだけだったのですが。 

 １番目が、資料２にあります後期基本計画各論の最後のところ

に、公共施設等総合管理計画の策定を行って、ということが書いて

あるのですが、これは将来的にはものすごく基本的な課題になって

くると思うのです。要するに、インフラ、それ自体の再構築の議論

ですので。今度おつくりになるそうですので、それが例えば後期計

画の中の具体的なあり方、実施計画に反映してくると思いますの

で、進行状況についてもしありましたら、ご報告願いたいと思うの

ですが。 

 

公共施設等総合管理計画の進捗状況なのですが、現在作成作業を

進めております。委員のほうから概要版の資料などあればとのこと

でございましたが、まだ最終的な意思決定ができておりませんの

で、また準備させていただきます。 

 高度成長期に公共施設等を建設してから、更新時期を迎えており

ます。年数が 30 年以上たっているという状況の中で、これを大規

模改修、あるいは建てかえをしてというような状況になっておりま

す。 

 そういう中で、今後更新費用がかなり多額になってくるという状

況ですが、財政状況は今後も含めて厳しい状況ですので、今後、市

民サービスを確実にしていく上では、これらの施設の運営につい

て、総量や配置の見直しをしていくことが必要であるということ

で、現在、作業を進めております。 

 建てかえであれば、今後 40 年間でというかなり長いスパンでの

見方をしております。個別の施設については、基本方針をつくった

あとに、個別の計画をつくる中で議論させていただくことになりま

す。今年度は基本方針、今後、二、三年ぐらいで個別の計画をつく

っていこうと考えております。 
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去年、おととしぐらいからですか、起債についても書いてありま

したね。だから、早くつくってやりたいですね。 

 

今回、総合管理計画をつくりますと、施設の除却をする場合に起

債を発行できるということもこの内容には入っておりますので、各

市町村、自治体で、その計画をつくっているというところはありま

す。 

 

よろしくお願いします。 

 

よろしいでしょうか。公共施設の統廃合、再編は、当然必要なこ

となのですけれども、先ほどの資料にもありましたが、奈良市では

ここ９年間で、出産が多い世代の女性人口が 20％も減少している

ということでございますので、小学校など公共施設というのは非常

にニーズとしては減ってくる中で、監査をしていて少し気になった

のが、奈良市では公共施設を賃貸の土地で建てているところが結構

あって、公共施設は普通はなくならないので、ずっと賃料を払い続

けないといけないと。その賃料も長い間見直しされていなくて、昔

の高いままになっていて、多少減っているのですけども、結構高い

ということにどうしてもなってしまいます。相手もなかなかどかな

いと思っているから、賃料の減額には基本的に応じないのですね。 

 もちろん地域の必要性というのが一番重要なのですが、そういっ

たところからなるべく減らしていくような形というのもぜひ考え

の中には入れておいていただきたいと思います。 

 

公共施設の総合管理計画は、今年度内につくるというのが必須事

項になっておりますので、間もなく発表させていただきたいと思っ

ております。その原点が、やはり財政的な側面と人口減少の側面で、

これを見ていく中で施設を廃止、統合というのがメインになってく

ると思います。その必要量もその中で明記しながら、今後個別計画

をつくっていくということになります。 

 その中で、今、玉置委員がおっしゃったご意見等を参考にしなが

ら、施設の選択をすることになると思いますので、また発表の際に

はご説明をさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

ということで、議論はさせていただきます、ということです。 

 それから、僕のほうで１つぜひということなのですが、今後の議
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論になるのですけども、土地利用の議論がありました。12 ページ

以降に地域別の土地利用、７つのゾーンの土地利用についての考え

方が出ているのですが、土地利用だけではなくて、まちづくりのこ

とも書いてあるので、かなりいろいろ入っていると思うのですが、

このゾーンでの施策の方向性を書く場合に、地域の住民の方の意見

というのはどのように反映されているのですか。 

 例えば、アンケートをするとか、あるいは住民に集まってもらっ

て議論してもらうとか、そういうことはされているのでしょうか。 

 

こちらの各ゾーンの住民の方々のご意見というのは、この総合計

画上には反映はしていないということになっております。市民

3,000 人の方からのアンケートであったり、各分野でご興味のある

方に集まっていただいたグループインタビューを開催させていた

だきましたので、広い意味では総合計画の中には反映されるかなと

いうふうに考えております。 

 

ということは、総合計画向けにはしていないのですよね。ぜひ次

期の総合計画には、市民目線からのゾーンへのかかわりというのを

含めて、そういう仕組みをあわせて考えていただきたい。そうでな

いと、ゾーンがあまりゾーンの意味をなさないのではないかな。要

するに、行政目線レベルになってしまうのでね。先ほどから指摘が

ありますけども、地域課題についても、そういった住民自身が議論

していくような場がやはり必要でないか。でないと、総合計画が市

民参加にならないという感じがします。その点はちょっと気になっ

たところです。 

 それから、もう１つは一番最後ですが、土地利用計画の下のとこ

ろに文章で書いておりますが、「若者定住のための雇用、就労、起

業の機会を確保する」という文章をやはり入れてもらったほうがい

いのではないかなと。というのは、総合戦略の関係で言いますと、

「まち・ひと・しごと創生」なのですね。「しごと創生」というの

が基本の１つですが、そうしたものがどうも入っていないのですよ

ね。特に東部地域とか、人口定住とか、あるいは若い女性が出てい

ってしまうのは、やはり働く場所がなく、大阪へ行ってしまうとか、

京都へ行ってしまうということがあると思うので、働く場所をどう

するか。雇用だけではなくて、就労ですね。あるいは、ボランティ

ア活動でもいいですけど、そういった活動する場、あるいはそこで

稼ぐ場というのが一番ポイントなので、その辺をどういうふうにし

ていくか。 

最初は、言葉だけでもしようがないと思うのですが、入れておい
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ていただいて、具体的な就労、雇用をどう確保していくかという議

論を。ぜひ就労、雇用、あるいは起業についての項目を入れていか

ないと、人口定住の言葉だけになってしまうという感じがするので

すね。その点ちょっと注文なのです。 

 

こちらにつきましてはそういったものをできるだけゾーンの中

に入れて考えていきたいと思っております。 

 

というのは、先ほども医療の話をしましたが、医療の場合も、奈

良市には病院ができましたので、医療政策について内部化されたと

思うのですけど、それでも全体としてやはり市としては医療政策が

ないですよね。今までやってきたのでも権限がなかったし。ところ

が、地域包括ケアというのは実は医療にかかわる問題なので、そう

いう点で医療ときちっとかかわっていかなければいけないという

のがあるし、新しい市の施策として位置づけていかなければいけな

いのですけれども、それを改めて議論していただきたいと思いま

す。 

 就労もそうなのですね。雇用だとすると、やはりハローワークで

すねよ。国の仕事になっています。ところが、前は市も何かやって

いたかもしれないですしね。その点では就労という、例えば無料職

業紹介事業というのはいわゆる職安の事業ですが、これは市もでき

るわけですよね。厚生労働省に届け出すればできるわけです。奈良

県内ではないかな。結構多くの団体がそれをやっていますので、特

にやはり過疎地とかなんかの場合には、職業紹介というのはハロー

ワークでは遠過ぎますのでね。例えば、東部地域でハローワークに

行くのはちょっと時間がかかるでしょう。そこにどうやって無料職

業紹介窓口をつくるかなどを含めて、みずから求人情報を集めて提

供できるような場が必要になってきていると思うのですね。やはり

雇用、就労行政みたいなのを市として位置づけていただきたいと思

います。 

 それは急に言っても無理ですので、それを方向性の議論としてど

こかにはめ込んでおいていただけたらと思うのです。 

 

今の澤井会長のご意見ですが、後期基本計画の策定に当たって、

社会情勢の変化の①の人口減少にかかわってくると思うのです。例

えば、この中に特に若者が市に定着して流出しないように、あるい

は逆に流入してもらえるようにするには、やはり雇用の場がないと

困ると。このあたりの人口減少のところで、そういった若者定着、

流出を防ぐということ。ここに書いてあるとおり実際そういう現象
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が起こっていますから、ここに現状認識がまずあって、それを今度

は重点戦略のところに３つあるのですが、「子どもの夢・未来戦略」

とあるのですが、小さな子どもだけではなくて若者も未来にかかわ

るので、ここの基本施策の中に加えてもらったら、別にこの重点戦

略のテーマはこのままでいいと思うのです。子どもたちがこのまま

奈良市に定着していく、流出しない。そのためには働く場所、雇用

の場を考えていくと。ここに施策の１つとして加えれば、全然そぐ

わないものではないと思います。 

 

やはり市として新しい分野をきちんと立てていくことが次の５

年にかかわってくると思いますので。 

 そのほかありますか。では、今日はこの辺でよろしいですか。 

 

特に意見というわけではないですが、新旧対照表で見た限り、市

で認識されている現在の社会状況の変化に対応して文言を修正さ

れているほかのところについては、これで結構だと思います。 

 ただ、最初に申し上げたように、重点戦略のあり方、位置づけ、

それと今、澤井会長から出た若者の定着。特に人口減少社会なので、

子どもをたくさん産んでもらうだけではなくて、若者が出ていかな

い、定着するようなところも重点戦略の中に入れていただければ

と。 

 

そういう点では、数ではなくて、Ｉターンが重要なのですよね。

奈良市にＩターンしてもらわなければいけないと、そういう機会を

ぜひつくっていただきたいと思います。 

 では、総論部分の第１回目の議論はこの辺にしたいと思います。

どうもありがとうございました。 
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